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１．税制改正による標準仕様書見直し

改定対応が必要な事項なし。

２．地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

1

不動産取得に伴う不動産評価情報等の通知（市町村⇒都道府県）

税務システム標準仕様書【3.0版】（固定資産税）に記載されている「不動産取得に伴う不動産評価情報等の通知」CSVファイルの連携

を、地方税外部連携システムの団体間回送機能を用いて実現する。なお、送信できるデータの容量は最大８MBとして検討を進めている。

なお、本機能を通じてデータ連携するにあたり、eLTAX独自項目の設定が必要なことから、税務システム標準仕様書【3.0版】に記載されたレイ

アウトでは、eLTAXを通じた送信ができない。

eLTAXでのデータ連携に向け、各市町村においては、13.2ファイル仕様に記載のレイアウトにて、通知データを作成する必要があるほか、各都道

府県においては、同レイアウトでデータを基幹系システムで取り込む改修が必要と想定している。

『eLTAX５期更改における見積参考資料（令和７年１月版）1.1版』より

○ 5.0版

令和9年9月1日 ● ID:0120244 団体間回送機能（地方税外部連携）

不動産評価情報等通知

都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知をCSV形式で出力できること。 都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知をCSV及びXML形式で出力できること。 【要件の考え方理由】

地方税共同機構より公表される「eLTAX５期更改における見積参考資料」

及び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を以て、通知機能を示すこととする。

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

その他 土地の地目や、家屋の構造・主たる用途など日本語で連携する

項目について、相続税法第58条通知と同様に、送信できるデー

タの容量は最大８MBの制限を考慮しても、統一したコード体系

で対応はできないか。

日本語が多いため、コード変換する仕組みを考える必要があり、

今後、コード化となる場合、大きな改修が発生する可能性がある。

賛成 賛成 賛成 その他 「送信できるデータの容量は最大８MB」とありますが、現行運用

では作成していないデータのため、この容量で足りるのかわかりかね

ます。なお、類似するものとしては法務局への通知は現行で90MB

程度です。

賛成 賛成 eLTAX独自項目の追加及び本改修の適合基準日について賛成

する。

その一方で、以下のとおり確認事項があり、合わせて意見を申し

添える。

・データ形式に「XML」が追加された理由をご教示いただきたい。

当団体では、標準仕様書記載のCSVデータを受領することを前

提に基幹システムを改修しており、XML形式のデータに対応させる

ためには、相応の改修対応が必要になる。過渡期においても課税

事務を滞りなく遂行するため、見積参考資料や仕様書により改修

内容の詳細を早急にお示しいただきたい。

・昨年度のヒアリングにて提示された「登記年月日」や「敷地権割

合に相当する家屋番号」等の改修について、適合基準日をどの

時期と定めるのか早急にご教示いただきたい。

　当団体としては、当該項目の改訂に係る適合基準日は、原則

どおり令和７年度末とすべきと考える。当該項目は不動産取得

通知事務に必要不可欠な内容であり、団体間回送機能の更改

時期にかかわらず改修を行う必要がある。

賛成 その他 ベンダーへ確認中のため回答不可 賛成 基本的にデータによる県とのやり取りには賛成だが、価格以外の

照会事項（評価に関する県からの質問）についてもデータでのや

り取りが可能になるか確認したい。

賛成 　送信データの容量は最大８MBについては、税務共通仕様、機

能ID：160089

の1,000件を超える場合は1,000件ごとのファイルに分割する機

能の実装が前提（１件あたり最大、約8KB）

　制度上必須でeLTAXの仕様によるものであれば、賛成すべきと

考える。

　なお、類似要件となる、地方税共同機構による令和６年度、第

３回実務者会議で提示された、納税通知書の電子化における

デジタル納税通知で、eLTAXへのデータ提供についても機能要件

に記載が必要と考えられるので検討頂きたい。

その他 機能要件の記載について、下線部のとおり修正を提案します。

「都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価

格等の通知をCSVまたはXML形式で出力できること。」

※指定都市要件のExcelも同様

【理由】

地方税外部連携システムでは、受領した回送データは、XML／

CSVのどちらの形式でも、同システムにて変換の上、XML／CSV

形式で出力可能な仕様となります。そのため、基幹システムとして

は、片方の形式をサポートいただければ、問題なくデータの取り込

みができる想定です。

賛成 異論ございません 9 0 4 CSV形式及びXML形式の２つに対応することでコスト増やシステ

ム複雑化の要員になるとの意見を踏まえ、以下のとおり要件を修

正する

【修正前】

都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価

格等の通知をCSV及びXML形式で出力できること。

【修正後】

都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価

格等の通知をCSV又はXML形式のいずれでも出力できること。

2

固定資産税 償却資産（知事・大臣配分資産）に係る配分通知（市町村宛）

所定の連携用フォーマットで作成した償却資産総務大臣・知事配分の通知について、団体間回送機能を用いて都道府県から受理した通知を

取り込む。

なお、送信できるデータの容量は最大８MBとして検討を進めている。

『eLTAX５期更改における見積参考資料（令和７年１月版）1.1版』より

○ 5.0版

令和9年9月1日 ● 新規機能ID:0120337の下 団体間回送機能（地方税外部連携）

固定資産税 償却資産（知事・大臣配分資産）

に係る配分通知（市町村宛）

該当機能なし ①市区町村宛ての地方税法第389条第1項通等の規定による固定資産税の課税標準となるべき価格等の通知をCSV及び

XML形式で取り込めること。

実装区分：実装必須

【要件の考え方・理由】

新たに償却資産に係る配分通知が電子化されたことを踏まえ、電子ファイル取込機能を要件化している。

②取り込んだ電子データ「償却資産（知事・大臣配分資産）に係る配分通知情報」を固定資産税システムで参照及び削除

ができること。

実装区分：標準オプション機能

【備考】

イメージ化については、疑似イメージの作成とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通

り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外とします。

③取り込んだ電子データ「償却資産（知事・大臣配分資産）に係る配分通知情報」を印刷できること。

実装区分：標準オプション機能

【備考】

イメージ化については、疑似イメージの作成とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通

り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外とします。

機能ID：0120177を電子送付する機能

12.3 機能概要より

・各通知は地方税共同機構より公表されたeLTAX仕様書を以て、通知機能

を最終化すること。

・「標準仕様書において定型照会対応がオプション機能の場合、システムへの

具備ができない、いつ具備できるか分からない」という意見を踏まえ、定型照会

にかかる機能については全て実装必須としている。

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

その他 各ユーザの配分資産の件数は少ないため、ニーズが少ないと想定

し、実装区分：標準オプション機能でもよいと考えています。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 ①誤植と思われる箇所があるため、以下のとおり修正が必要だと

考えます。

（修正前）①市区町村宛ての地方税法第389条第1項通等

の規定による固定資産税の課税標準となるべき価格等の通知を

CSV及びXML形式で取り込めること。

（修正後）①市区町村宛ての地方税法第389条第1項等の

規定による固定資産税の課税標準となるべき価格等の通知を

CSV及びXML形式で取り込めること。

②－

賛成 賛成 賛成 賛成 　送信データの容量は最大８MBについては、税務共通仕様、機

能ID：160089の1,000件を超える場合は1,000件ごとのファ

イルに分割する機能の実装が前提（１件あたり最大、約8KB）

その他 ・＃１同様、「CSVまたはXML形式で出力できること。」への修正

を提案します。

賛成 対応することとなった場合は、①機能要件のInputに都道府県か

らの連携IDを追加②実装類型が任意の受け皿グループの規定が

必要であると思料いたします。

10 0 2 ①について、CSV形式及びXML形式の２つに対応することでコス

ト増やシステム複雑化の要員になるとの意見を踏まえ、以下のとお

り要件を修正する。

【修正前】市区町村宛ての地方税法第389条第1項通等の規

定による固定資産税の課税標準となるべき価格等の通知をCSV

及びXML形式で取り込めること。

【修正後】市区町村宛ての地方税法第389条第1項通等の規

定による固定資産税の課税標準となるべき価格等の通知をCSV

又はXML形式のいずれでも取り込めること。

②については、事務局方針のとおりとする。

3

法務省に対して

・今後、標準化移行後の経過措置（一部機能の移行後の実装等）を予定している中で、

　まだ仕様が定まっていない状態の死亡等通知の機能を「実装必須機能」として

　残しておくことが、標準化全体の趣旨と合致しないこと

・死亡等通知と同機能IDに定義している評価額通知は

　R7年度中に省令改正作業が行われる予定であり、同機能IDの中で平仄が合わないこと

といった状況を踏まえて、

次回の改訂のタイミングで当該機能IDを２つに分割し、

死亡等通知の方を標準オプションに変更する形を提案し、了承を得ました。

○ 5.0版

令和9年4月1日 ● ID:0120243 「登記所宛の評価額決定通知書」は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の委任を受けて制定する総務省令と合わせて

施行する予定。

「固定資産課税台帳に登録された者の死亡等に関する情報の登記所宛ての通知」の詳細については、現在検討中。

「登記所宛の評価額決定通知書」は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の委任を受けて制定する総務省令と合わせて

施行する予定。
（指定都市要件も同様に修正） 報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

4

同上

○ 5.0版

令和9年4月1日 ● ID:0120243 「固定資産課税台帳に登録された者の死亡等に関する情報の登記所宛ての通知」の詳細については、現在検討中。 「固定資産課税台帳に登録された者の死亡等に関する情報の登記所宛ての通知」は、令和８年４月の改正不動産登記法施行後早期

の実施は見送ることとされており、引き続き法務省において検討される予定。
報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

5

国税局・税務署から地方団体への定型化された問い合わせを行うものを「定型照会（国税局・税務署⇒地方団体）」と呼ぶ。ここでいう「定

型化」とは、後述のCSVファイルレイアウトにより、照会及び回答項目を定義した上で行うことを指す

【対象データ】

固定資産税課税情報

『eLTAX５期更改における見積参考資料（令和７年１月版）1.1版』より

○ 5.0版

令和9年5月1日 ● 機能ID:0128017の下 税務照会業務オンライン化機能の要件化

定型照会（照会者：国税局・税務署⇒回答

者：地方団体）

当該機能なし 行政区ごとに、国税局及び税務署から照会があった固定資産税課税情報の照会情報を取り込めること。 4.1版時の指定都市要件への修正漏れに対応するもの。 報告 異論ございません。

なお、定型化により項目をご連携いただけるという認識で相違ござ

いませんでしょうか。

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

6

国税局・税務署から地方団体への定型化された問い合わせを行うものを「定型照会（国税局・税務署⇒地方団体）」と呼ぶ。ここでいう「定

型化」とは、後述のCSVファイルレイアウトにより、照会及び回答項目を定義した上で行うことを指す

【対象データ】

固定資産税課税情報

『eLTAX５期更改における見積参考資料（令和７年１月版）1.1版』より

○ 5.0版

令和9年5月1日 ● 機能ID:0128017の下 税務照会業務オンライン化機能の要件化

定型照会（照会者：国税局・税務署⇒回答

者：地方団体）

当該機能なし 行政区ごとに、国税局及び税務署から照会があった固定資産税課税情報に対する回答をCSV形式で出力できること。 4.1版時の指定都市要件への修正漏れに対応するもの。 報告 異論ございません。

なお、定型化により項目をご連携いただけるという認識で相違ござ

いませんでしょうか。

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

3．地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

1

当該証明書では、①「全体の備考」と、②「土地、家屋、償却毎の備考」に分けて定義されています。また、諸元表における備考の列には[印

字する場合は備考に印字する。]　と　[「資産ごとの備考欄」に印字する。]を使い分けて記載されています。

しかしながら、備考に印字する内容は、資産ごとに異なる可能性があるため、②に印字するのが適切ではないか、と考えています。

備考に印字する内容が②でよいのであれば、諸元表における備考の列の記載は[「資産ごとの備考欄」に印字する。]に統一して記載いただけな

いでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120098資産証明書

0120101評価証明書

0120103~104公課証明書

0120109台帳登録登記事項証明書

備考欄の記載要領の修正 備考欄上、記載の平仄があっていない

・印字する場合は備考に印字する。

・「資産ごとの備考欄」に印字する。

・備考欄に印字する。

資産ごとの備考欄に印字する項目は全て以下の文言に統一

・印字する場合は「資産ごとの備考欄」に印字する。

報告 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

2

同上 ○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120057~58名寄帳 備考欄の記載要領の修正 印字項目ごとに全体の備考に記載するか、資産ごとの備考に記載するか不明瞭 資産ごとの備考欄に印字する項目は全て以下の文言に統一

・印字する場合は「資産ごとの備考欄」に印字する。

全体の備考欄に印字する項目は全て以下の文言に統一

・印字する場合は「全体の備考欄」に印字する。

報告 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

3

「帳票印字項目・諸元表_012固定資産税」の名寄帳と課税明細書について、家屋の物件番号の出力は定義されていますが、土地の物件

番号については記載されていません。

土地の物件番号についても表示項目として追加いただけないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120057~58名寄帳

0120068~69課税明細書

0120081~82減免決定通知書

0120086、0120088更正価格決定決

議書

0120098資産証明書

0120101評価証明書

0120103~104公課証明書

0120109台帳登録登記事項証明書

各帳票における土地物件番号の要否判断 土地-物件番号の定義なし

※家屋-物件番号は定義あり

土地-物件番号を追加 物件番号は基本データリスト上も土地課税台帳におけるキー項目であり、必

要な項目であると判断しました。

報告 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

4

＜標準仕様書＞

第4.0版（案）「009005_9_帳票印字項目・諸元表_012固定資産税.xlsx」

 

＜対象帳票＞

帳票ID：0120098「資産証明書」

帳票ID：0120101「評価証明書（土地・家屋）」

帳票ID：0120103「公課証明書（土地・家屋・償却資産）」

帳票ID：0120104「公課証明書（土地・家屋）」

帳票ID：0120109「台帳登録登記事項証明書」

 

＜背景＞

＜対象帳票＞について、土地の印字項目に敷地権の割合や家屋番号、部屋番号がありません。

 

＜確認内容＞

区分所有家屋の敷地の用に供する土地は＜対象帳票＞の印字対象でしょうか。

印字対象である場合、印字対象土地全体が証明発行対象者の所有と誤認される可能性があるため、敷地権の割合や家屋番号（又は部屋

番号）を印字する必要があると考えますがいかがでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120098資産証明書

0120101評価証明書（土地・家屋）

0120103公課証明書（土地・家屋・償

却資産）

0120104公課証明書（土地・家屋）

0120109台帳登録登記事項証明書

土地に係る印字項目として「区分所有家屋の敷

地の用に供する土地の持分割合」（備考：当該

土地に区分所有家屋が存する場合に印字される

項目とする。）の要否判断

定義なし

※課税明細書や名寄帳においては定義あり。

土地に係る印字項目として以下を実装必須の印字項目として追加する。

「区分所有家屋の敷地の用に供する土地の持分割合」

備考：当該土地に区分所有家屋が存する場合に「資産ごとの備考欄」に印字される項目とする。

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

その他 「区分所有家屋の敷地の用に供する土地の持分割合」の追加に

賛成

資産証明書において、一般共有の資産を含めるべきだと考える

が、この場合も持分割合の表記が必要だと考える。また、合計評

価額欄について、共有資産全体の評価額も合算してしまうことか

ら誤認される恐れがある。評価額合計欄は不要ではないか。

賛成 賛成 賛成 賛成 特段意見ありません。 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 　区分所有法改正以前の区分所有土地の場合は、どのように記

載するかを仕様に明記頂きたい

その他 照会内容について回答する立場にありません。 賛成 当該項目を対応することとなった場合でも、共有管理グループ・区

分所有按分情報グループの既存項目より算出可能であるため、

データ要件・連携要件への影響はないと思われます

11 0 2 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

5

「区分所有家屋の敷地の用に供する土地の持分割合」の桁数の定義が課税明細書のみ桁数「1,3」の割合による表記となっています。

名寄帳と土地(補充)課税台帳は桁数「14/14」で編集条件は「ZZZZZZZZZZZZZ9/ZZZZZZZZZZZZZ9」の分数表記となっています。

なお、同じ課税明細書でも「区分所有家屋の持分割合」についても編集条件は「ZZZZZZZZZZZZZ9/ZZZZZZZZZZZZZ9」と表記するよ

う

指定されています。

同じ持分割合でも課税明細書の「区分所有家屋の敷地の用に供する土地の持分割合」だけ編集条件が異なるため、

「持分割合」は分数表記の編集に統一いただけないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120001土地（補充）課税台帳（閲

覧用）

0120007家屋（補充）課税台帳（閲

覧用）

0120049共有者氏名表（外部用）

0120057名寄帳兼（補充）課税台帳

（土地・家屋・償却資産）

0120058名寄帳兼（補充）課税台帳

（土地・家屋）

0120068課税明細書（納付書サイズ）

0120069課税明細書 (A4縦)

0120098資産証明書

0120101評価証明書（土地・家屋）

0120103公課証明書（土地・家屋・償

却資産）

0120104公課証明書（土地・家屋）

0120109台帳登録登記事項証明書

「持分割合」項目における桁数及びその他編集条

件の修正

桁数が誤っている、その他編集条件の記載がない等、平仄があっていない

桁数：「8」、「13」、「1.3」　等

その他編集条件：空欄

型：半角

桁数/行：29桁

その他編集条件：「ZZZZZZZZZZZZZ9/ZZZZZZZZZZZZZ9」と表記（前ゼロなし）

報告 その他 異論ございません。 0 0 1 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

6

「資産の所在地」について、証明書の各種諸元表間で、「文字溢れの対応」に相違がありますので、見直しお願いします。

・99_償却資産証明書　：「－」

・102_評価証明書（償却資産）　：「〇」

・103_公課証明書（土地・家屋・償却資産）　：「〇」

・105_公課証明書（償却資産）　：「〇」

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120099償却資産証明書 各証明書における文字溢れの平仄をあわせる 「資産の所在地」項目

文字溢れの対応「ー」

「資産の所在地」項目

文字溢れの対応「○」

報告 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

7

＜ご質問＞

区分所有家屋の評価額の印字内容について、4.0版にて以下のような変更がありましたが、課税標準額については変更されておりませんでし

た。

一棟全体と部屋単位の金額の印字欄が、評価額と課税標準額で差異があるため、市民が混同してしまうと思われます。

課税標準額についても、評価額と同様の変更を行っていただけないでしょうか。

＜変更前＞

　　評価額　：　一棟全体の評価額　を印字

　　備考　　：　専有部分ごとの評価相当額（補正後）、専有部分ごとの評価相当額（補正前）　を印字

＜変更後＞

　　評価額　：　専有部分ごとの評価相当額（補正後）　を印字

　　備考　　：　一棟全体の評価額、専有部分ごとの評価相当額（補正前）　を印字

※【帳票要件】0120103：公課証明書（土地・家屋・償却資産）、【帳票要件】0120104：公課証明書（土地・家屋）も同様と思い

ます。

○ 5.0版 令和10年1月1日 ● 0120007家屋（補充）課税台帳（閲

覧用）

0120092更正（価格）決定通知書

（土地・家屋・償却資産）

0120094更正（価格）決定通知書

（土地・家屋）

0120103公課証明書（土地・家屋・償

却資産）

0120104公課証明書（土地・家屋）

区分所有家屋における課税標準額の表示方法に

関する定義の修正

名寄帳と同様に、見やすさの観点から、評価額のと

同様に区分所有家屋の専有部分ごとの課税標準

相当額を備考欄ではなく、課税標準額の記載欄

に印字することとする。

課税標準額の記載欄に印字

　・区分所有家屋における1棟全体の課税標準額

備考欄に印字

　・区分所有家屋の専有部分ごとの課税標準相当額

課税標準額の記載欄に印字

　・区分所有家屋の専有部分ごとの課税標準相当額

備考欄に印字

　・区分所有家屋における1棟全体の課税標準額

詳細はシートNo10、シートNo10_2をご参照ください 質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 　帳票の記載のみの問題と思われ「評価額」欄には、実際の課税

の基準となる評価額が記載された方がわかり易いと考える

その他 照会内容について回答する立場にありません。 賛成 当該項目を対応することとなった場合でも、共有管理グループ・区

分所有按分情報グループの既存項目より算出可能であるため、

データ要件・連携要件への影響はないと思われます

12 0 1 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

8

「帳票印字項目・諸元表_012固定資産税」の名寄帳兼（補充）課税台帳では、「非課税地積」・「非課税床面積」は「数値型　13桁」と

定義されています。

地積・床面積に関しては、「数値型　8,2」と小数点以下を含めて定義されています。また、課税明細書の「非課税地積」・「非課税床面積」は

「数値型　8,2」と定義されています。

地積・床面積の定義は「数値型　8,2」に統一いただけないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120001土地課税台帳

0120057~58名寄帳

床面積、地積項目の桁数を修正する 「地積」、「床面積」項目桁数：「7」、「13」　等 「地積」、「床面積」項目桁数：「8,2」に統一 報告 賛成 異論ございません 1 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

9

償却資産申告書（償却資産課税台帳）及び償却資産課税台帳（閲覧用） の「氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）」

について、諸元表内容に「送達先欄に印字する氏名」と定義されおり、住所においても、「住所（納税通知書送付先）」と定義されていること

から、送付先氏名を印字するものと解釈しています。しかしながら、この場合、所有者氏名はどこにも印字されないことを懸念しています。

一方、機能ID：0120237では「送付先が設定されている場合、宛先を［送付先氏名］様方(［納税義務者氏名様］分)」として印字でき

ること。」と記載されており、納税通知書における「納税義務者氏名又は名称」では、備考欄に機能ID：0120237に関する内容として印字す

るものと解釈しています。

 

償却資産申告書（償却資産課税台帳）及び償却資産課税台帳（閲覧用） の「氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）」

においては、送付先氏名を印字する、という解釈で間違いないでしょうか。もし、機能ID：0120237に準ずる表現が必要な場合、納税通知書

と合わせて備考欄を修正いただけないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120011償却資産申告書（専用紙かつ

複写式）

0120012償却資産申告書（専用紙）

0120013償却資産申告書（汎用紙）

0120021償却資産課税台帳（閲覧

用）

「住所（納税通知書送付先）」

「住所（納税通知書送付先）（フリガナ）」

「氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）」

「氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）（フリガナ）」

項目の備考欄は何れも空白

備考欄にそれぞれ以下を追記

・「（納税義務者情報）納税義務者住所又は所在地」又は「（納税義務者情報-納税通知書等送付先情報）送付先の

住所又は所在地」のどちらかが印字されるもの。

・「（納税義務者情報）納税義務者氏名又は名称」又は「（納税義務者情報-納税通知書等送付先情報）送付先の氏

名又は名称」のどちらかが印字されるもの、●●様（納税義務者）分といった記載もここに含まれる。

報告 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

10

減免決定通知書（土地・家屋・償却資産）について、帳票印字項目・諸元表では9行で定義されていますが、帳票レイアウトでは7行となって

います。帳票印字項目・諸元表で定義されている9行が正解でよろしかったでしょうか。その場合、帳票レイアウトは9行のものに差し替えいただけ

ないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120081~82減免決定通知書 明細の繰り返し数修正 繰り返し数：9 繰り返し数：7 報告 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

11

税務システム標準仕様書【第4.0版】009005_9_帳票印字項目・諸元表_012固定資産税（帳票ID:0120058、名寄帳兼（補充）

課税台帳（土地・家屋））

負担調整率の項目が固定資産税では任意、都市計画税は必須となっております。

都市計画税は任意の誤りではないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120057~58名寄帳 負担調整率項目における実装区分の修正 土地-固定資産税-負担調整率：標準オプション項目

土地-都市計画税-負担調整率：実装必須項目

土地-固定資産税-負担調整率：標準オプション項目

土地-都市計画税-負担調整率：標準オプション項目

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 特段意見ありません。 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 　現行システムでも固定資産税、都市計画税ともに負担調整率

を帳票に表示していないので、両項目とも標準オプションとする本

案に賛成する。

（不要の場合は、実装しない対応も可の前提）

その他 照会内容について回答する立場にありません。 賛成 異論ございません 12 0 1 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

12

名寄帳の家屋「固定資産税/都市計画税 課税標準額」と 「固定資産税/都市計画税 相当税額」について、以下の点確認させてください。

「帳票印字項目・諸元表」では、区分所有家屋の場合の取り扱いが「 課税標準額」と 「相当税額」で差異があります。

・課税標準額：区分所有家屋である場合は、区分所有家屋の専有部分ごとの課税標準相当額が印字される。

・相当税額：区分所有家屋の場合の記載がない。用語集には「１筆、１棟又は1品ごとの課税標準額に税率を乗じたもの。」と記載されてい

る。

上記記載どおり受け取った場合、課税標準額は専有部分ごと（区分所有持分割合で按分した金額）で、相当税額は1棟全体の金額とな

り、課税標準額と相当税額で不整合な状態となります。

課税標準額は専有部分ごとの課税標準相当額を印字するのであれば、相当税額も専有部分ごとの相当税額を出力するよう明記いただきたい

です。

※証明書や課税明細書等の他帳票も同様と認識しています。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120007家屋課税台帳

0120057~58名寄帳

0120068~69課税明細書

0120103~104公課証明書

相当税額項目における定義の補記 相当税額

備考：空欄

相当税額

備考：区分所有家屋については区分所有家屋の専有部分ごとの相当税額

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 　課税明細書の記載について、区分所有家屋の専有部分ごとの

課税標準相当額が印字されている方がわかり易いと考える

その他 照会内容について回答する立場にありません。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

11 0 2 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

13

土地（補充）課税台帳（閲覧用）と家屋（補充）課税台帳（閲覧用）について、9_帳票印字項目・諸元表_012固定資産税を確認

したところ事由の出力が統一されていません。

土地（補充）課税台帳（閲覧用）：登記情報-登記事由（権利）

家屋（補充）課税台帳（閲覧用）：登記情報-異動事由

家屋（補充）課税台帳（閲覧用）の「登記情報-異動事由」は登記事由の認識でよろしかったでしょうか。この場合、登記済通知書上の

「原因」のうち年月日以外の部分となります。土地は権利、家屋は原因と、土地・家屋で出力内容が一致していませんが、問題ないでしょうか。

未登記を「登記事由」に記載するというのはおかしいため、「登記事由」とは項目を分けるべきと考えます。

「登記情報」ではなく「現況情報」のほうに項目を追加すべきであり、「原因事由」はオプション項目としていただきたいです。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120001土地課税台帳

0120007家屋課税台帳

ご指摘のとおりです。本来は標準仕様書の各機能

で管理することとしている以下の項目を出力いただ

く想定です。

土地登記情報管理・・・登記事由

土地現況情報管理・・・原因事由（登記によらな

い所有権の移転の事由を記載するもの）

家屋登記情報管理・・・登記事由

家屋現況情報管理・・・原因事由

従って諸元表上の記載としては

土地（補充）課税台帳（閲覧用）：登記情

報-登記事由

※ただし、未登記の場合は原因事由（登記によら

ない所有権の移転の事由を記載するもの））

家屋（補充）課税台帳（閲覧用）：登記情

報-登記事由

※ただし、未登記の場合は原因事由

土地（補充）課税台帳（閲覧用）

項目名：登記情報-登記事由（権利）

備考欄：備考に印字する。

家屋（補充）課税台帳（閲覧用）

項目名：登記情報-異動事由

備考欄：備考に印字する。

土地（補充）課税台帳（閲覧用）

項目名：登記情報-登記事由

備考欄：ただし、未登記の場合は原因事由（登記によらない所有権の移転の事由を記載するもの））。備考に印字する。

家屋（補充）課税台帳（閲覧用）

項目名：登記情報-登記事由

備考欄：ただし、未登記の場合は原因事由。備考に印字する。

項目名　登記情報-異動事由　を削除する。

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

その他 変更後の要件に異議なし。

ただし、原因事由が「所有権の移転の事由」であることが分からな

い。「原因事由」の名称を「所有権移転事由」といった名称へ変

更してほしい。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 登記事由の表記を土地と家屋で揃える趣旨と解されるので賛成

とする。

その他 照会内容について回答する立場にありません。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

10 0 3 事務局方針のとおりとする。

14

建築年月日を記載する各種帳票のうち、「家屋（補充）課税台帳（閲覧用）」のみ表示項目が「建築年月日」で内容にも「建築年月日」

となっており、

その他の帳票は表示項目「建築年」、内容は「建築年月日」となっております。

おそらく月日が標準オプションであることから項目名は建築年とすることにしたのではないかと類推しておりますが、

それであれば「家屋（補充）課税台帳（閲覧用）」についても書きぶりは合わせる必要があるのではないでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120007家屋課税台帳

0120057~58名寄帳

0120068~69課税明細書

0120098資産証明書

0120101評価証明書

0120103~104公課証明書

0120109台帳登録登記事項証明書

0120110減失証明書

「建築年月日」項目の表記訂正 項目名：建築年月日 項目名：建築年 質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 　要件No.に記載された帳票への表記を建築年までにするのは賛

成。

　ただし、施行日が１月１日以外の制度の適用の判定など必要

となるケースが想定されるので、画面からの入力やデータベースは、

建築年月日まで登録できる仕様として頂きたい。(月や日が不詳

の場合、データを「00」、「99」等として表現する方法が考えられ

る)

その他 照会内容について回答する立場にありません。 その他 市町村の税実務に関する事項のため、制度所管省庁において適

切にご判断いただければ、当庁から意見はございません

11 0 2 事務局方針のとおりとする。

15

○諸元表の名寄帳兼（補充）課税台帳（土地・家屋・償却資産)又は名寄帳兼（補充）課税台帳（土地・家屋）の「軽減・減免前税

額」（内容欄には「固定資産税算出税額」と記載の分）と基本データリストの「固定_算出税額」は同一のものを指していると思われますが、桁

数が13桁と11桁で齟齬があります。どちらが正となるでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120057名寄帳兼（補充）課税台帳

（土地・家屋・償却資産）

0120058名寄帳兼（補充）課税台帳

（土地・家屋）

軽減・減免前税額の桁数修正 項目名：軽減・減免前税額

桁数：13

項目名：軽減・減免前税額

桁数：11

当時の回答の中

で、諸元表の桁数

が基本データリスト

を超過している状

況であれば、実務

上影響はないた

め、修正不要とし

てご回答させてい

ただきました。

報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

16

○上記と同様の考え方で、同帳票の「軽減税額（内容欄には「固定資産税軽減税額」）と記載」「減免税額（「固定資産税減免税

額」）」と基本データリストの「固定_税額特例措置による軽減額」「固定_減免税額」の桁数（13桁と11桁）。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120057名寄帳兼（補充）課税台帳

（土地・家屋・償却資産）

0120058名寄帳兼（補充）課税台帳

（土地・家屋）

軽減税額、減免税額　の桁数修正 項目名：軽減税額

項目名：減免税額

桁数：13

項目名：軽減税額

項目名：減免税額

桁数：11

同上 報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

17

○諸元表の納税通知書において、「年税額」（備考欄に法9条による分割が行われている場合には、分割後の合計額の記載がある分）と基

本データリストの「区分所有分_固定_持分税額」の桁数（13桁と11桁）。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120062,0120063納税通知書（土

地・家屋・償却資産）

0120064,0120065納税通知書（土

地・家屋）

0120066,0120067納税通知書（償却

資産）

年税額の桁数修正 項目名：年税額（法9条による分割が行われている場合には、分割後の合計額）

桁数：13

項目名：年税額（法9条による分割が行われている場合には、分割後の合計額）

桁数：11

同上 報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

18

○上記と同様の考え方で同帳票の「年税額」と基本データリストの「年税額」の桁数（13桁と11桁）。 ○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120062,0120063納税通知書（土

地・家屋・償却資産）

0120064,0120065納税通知書（土

地・家屋）

0120066,0120067納税通知書（償却

資産）

年税額の桁数修正 項目名：年税額

桁数：13

項目名：年税額

桁数：11

同上 報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

19

○基本データリストでは「固定（都計）_負担水準率_小規模（一般）（非住宅）」の桁数が1,3となっていますが、諸元表のすべての名寄

帳兼（補充）課税台帳の固定と都計の「小規模住宅用地負担水準」「一般住宅用地負担水準」「上記以外の負担水準」の桁数は3,1と

なっています。諸元表の中でも課税明細書は同項目について1,3となっており、整合性がとれておりません。この項目についてもデータリストに合わ

せる形で修正が必要という認識でよろしいでしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120057~58名寄帳 負担水準項目の桁数修正 「小規模住宅用地負担水準」項目

「一般住宅用地負担水準」項目

「上記以外の負担水準」項目

桁数：3,1

「小規模住宅用地負担水準」項目

「一般住宅用地負担水準」項目

「上記以外の負担水準」項目

桁数：1,3

報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

20

機能ID：0120235「課税明細書CSVデータ」の税率について質問します。

大分類「土地」には通し番号：66「固定資産税率」と通し番号：68「都市計画税率」という項目がありますが、

大分類「家屋」には「固定資産税率」、「都市計画税率」という項目はありません。

家屋について税率の出力は不要でしょうか。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 補足資料(8.1.1.)_課税明細書（ファイル

レイアウト）

税率の分類修正 No66,68

大分類：土地

No66,68

大分類：土地・家屋

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 東京都は機能要件には準拠しないため、回答は控えさせていただきます。賛成 賛成 賛成 賛成 　単なる記載もれであれば、家屋にも税率の項目を追加して問題

ない認識。

　ただし、同一課税年度で税率は同じとなるので、個々のデータで

はなく、ヘッダレコードに保持するなど、データ保持の効率化につい

て、考慮すべきと考える。

その他 照会内容について回答する立場にありません。 賛成 異論ございません 11 0 1 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

21
令和４年度税制改正、不動産登記法第76条の６関係として登記所から市町村への通知事項に氏名ふりがなを追加する趣旨の記載があ

り、氏名については「漢字・ふりがな」と明記頂きたい。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120267 ・権利者情報（住所、氏名、持分）

・義務者情報（住所、氏名、持分）

・権利者情報（住所、氏名(漢字)、氏名（ふりがな）、氏名（全角アルファベット）、持分）

・義務者情報（住所、氏名(漢字)、氏名（ふりがな）、氏名（全角アルファベット）、持分）

報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

22
令和４年度税制改正、不動産登記法第76条の６関係として登記所から市町村への通知事項に氏名ふりがなを追加する趣旨の記載があ

り、氏名については「漢字・ふりがな」と明記頂きたい。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120080 ・権利者情報（住所、氏名、持分）

・義務者情報（住所、氏名、持分）

・権利者情報（住所、氏名(漢字)、氏名（ふりがな）、氏名（全角アルファベット）、持分）

・義務者情報（住所、氏名(漢字)、氏名（ふりがな）、氏名（全角アルファベット）、持分）

報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

23
検索用情報の詳細が法務局から示され、住所、氏名、生年月日であったため、管理項目から削除する。 ○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120002

0120081

土地登記情報、家屋登記情報

・検索用情報

・検索用情報 削除 報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

24

検索用情報の詳細が法務局から示され、住所、氏名、生年月日であったため、管理項目の詳細化を行う。 ○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120302 納税義務者情報上の土地登記又は家屋登記情

報の検索用情報

・検索用情報 ・検索用情報（土地又は家屋の登記住所、土地又は家屋の登記氏名（漢字）、土地又は家屋の登記氏名（ふりが

な）、土地又は家屋の登記氏名（全角アルファベット）、土地又は家屋の登記生年月日）

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

反対 検索用情報として使用する見込みがないと考えるため。

課税台帳と紐づけて納税義務者の宛名を管理しており、字形

（行政事務標準文字との差異）やフリガナの揺れが発生すること

で検索に支障が生じることが懸念されるため。

賛成 賛成 賛成 その他 検索用情報について、登記にあたっての詳細情報は法務省HPに

おいて確認できますが、地方税法第382条に基づく登記済通知

にはどの情報が載るのかの詳細は伺っておりません。総務省におい

て法務省と調整済みでしたら自治体向けに詳細の周知をお願い

します。なお、法務省HPではメールアドレスも検索用情報ですが、

それは対象とならないということでよいか併せてご周知ください。

なお、実務的にはメールアドレスは通知事項には加えず、必要があ

る時に市町村が登記所に照会・回答いただければ問題ありませ

ん。

賛成 東京都は機能要件には準拠しないため、回答は控えさせていただきます。賛成 賛成 賛成 賛成 　氏名ふりがなについては、検索や宛名との突合の際、清音化※

についても考慮頂きたい

 ※ 濁点・半濁点の除外、「っ」、「ゃ」、「ゅ」、「ょ」、から、「つ」、

「や」、「ゆ」、「よ」への変換等（20年以上、異動がない住民等、

データ上、「っ」、「ゃ」、「ゅ」、「ょ」が「つ」、「や」、「ゆ」、「よ」で記

載されているケースが多いため）

その他 照会内容について回答する立場にありません。 賛成 異論ございません 9 1 2 事務局方針のとおりとする。

25

　別途、要件定義されている機能（機能ID:0120317）により、納税承継人全員に対する納税通知書（地方税法第９条に基づく按分税

額分）等を発行するに当たっては、納税承継人と同様に納税義務者ごとに納税承継人各人の相続持分を管理する必要があると考えるため。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 新規追加

0120193の下

管理すべき納税者情報の追加 なし ・代理人等情報（納税承継人各人の相続持分） 質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

反対 代理人等情報（納税承継人各人の相続持分）として分けるよ

り、共有情報に含めて相続持分として管理できた方が効率が良

いと考える。

賛成 賛成 賛成 その他 標準オプション機能としての要件化であれば、特段、反対する理

由はありません。

賛成 東京都は機能要件には準拠しないため、回答は控えさせていただきます。賛成 賛成 賛成 賛成 実装区分が「標準オプション」であるため、不要の場合は、実装し

ない対応も可の前提

その他 照会内容について回答する立場にありません。 その他 現行のデータ項目にないため、事業者への影響調査が必要であ

り、対応する場合は、固定納税義務者情報への影響が見込まれ

ると思料いたします

8 1 3 事務局方針のとおりとする。

26

土地（補充）課税台帳には「持分」項目が規定されているが、家屋（補充）課税台帳には規定が無い。どちらに合わせるべき。 ○ 5.0版 令和9年4月1日 ● 0120007 なし 大分類：登記情報

小分類：持分

備考：共有所有の場合は、持ち分を備考に印字する。

質問 ①要件化又は修正について、賛否をご回答ください。また、適切な文言があ

ればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 反対 どの共有者の持分を印字する想定でしょうか。共有者全員の場

合、入りきらない恐れがありますし、筆頭者のみの場合、共有者が

申請してくることもあるため、意味をなさないと考えます。

共有者持分の印字は共有者氏名表を発行することで代替可能

と考えます。

土地（補充）課税台帳の実装必須項目から持分を削除する方

向で検討願います。

賛成 反対 現行システム上持ち分の印字はしておらず、課税上特殊な持ち分

や、持ち分を登録する際に約分を行い登記上と不一致しているも

のが多数存在するため印字するにはリスクがあると考えます。

賛成 賛成 　現行システムでも家屋の補充課税台帳で持ち分を管理している

ので、持ち分を記載する対応として頂きたい

その他 照会内容について回答する立場にありません。 その他 異論ございません 9 2 2 ・賛成多数かつ本項目追加に伴い法令上や事務運用上におけ

る致命的な不都合は意見として挙がらなかったため、当初想定の

とおり家屋課税台帳に「持分」項目を追加する方針とする。

大分類：登記情報

小分類：持分

備考：共有所有の場合は、持ち分を備考に印字する。
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収納管理や他業務の帳票要件における口座名義人カナについて、税目間で定義揺れがあるため、基本データリストに合わせる形で半角30桁

で統一していただきたい。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● ● 口座名義人カナの定義がある帳票

0120062,0120063：納税通知書（土

地・家屋・償却資産）

0120064,0120065：納税通知書（土

地・家屋）

0120066,0120067：納税通知書（償

却資産）

表示項目　小分類　「口座名義人」の諸元表にお

ける型

全角 半角 報告 異論ございません 0 0 0 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。
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【レコード番号】2220、2413の質疑・回答について、疑義があるため質問します。

当市の標準化システムにおいては、償却資産申告書（償却資産課税台帳）の「所有者」の「住所〔納税通知書送付先〕」欄の印字出力が

次のとおりの設定となっています。

・送付先区分に『固定資産税　償却資産申告書のみの送付先』が設定されている場合、これを「所有者」の「住所〔納税通知書送付先〕」欄

に印字する。

当市としては、償却資産申告書の「住所〔納税通知書送付先〕」は、法人などが本社所在地とは別の事務所で納税処理を行うことを想定して

設けられている欄であると考えます。なお、償却資産申告書の送付先は、必ずしも納税通知書送付先と一致するものではなく、場合によっては

申告業務だけを別法人や関連会社に任せているケースも考えられます。

このため償却資産申告書送付先を印字した申告書を申告対象者へ送付することは、自治体が誤った内容の償却資産申告書を送付すること

になると懸念しています。

なお、当市システムでは、『固定資産税　償却資産申告書のみの送付先』とは別に送付先区分として、『固定資産税　全ての送付先』と『固定

資産税　納税通知書の送付先』がありますが、これらが設定されている場合には、償却資産申告書の「住所〔納税通知書送付先〕」欄に印字

し、法人本店所在地を「公簿上の住所又は所在地」欄に印字する設定が、申告書様式や固定資産税課税手続きから考えても正しいと推察

します。

このことから、当市が委託しているベンダーに、償却資産申告書の「住所〔納税通知書送付先〕」欄に、上記で述べた設定へ修正するよう依頼

しましたが、【レコード番号】2220、2413を根拠に対応できないと回答されました。

上記で述べたように、償却資産申告書の「住所〔納税通知書送付先〕」欄は、住所と別の場所に納税通知書を送付する必要がある場合は納

税通知書送付先を、それ以外は住所・所在地を記入する欄であり、そこに納税通知書を送付することで課税が成立することから、『償却資産申

告書のみの送付先』を「住所〔納税通知書送付先〕」欄に印字出力することは、その後の事務手続きで誤りの要因となることも懸念されます。

つきましては、改めて償却資産申告書の「住所〔納税通知書送付先〕」欄は何を出力するべきなのか確認させていただきます。

○ 5.0版 令和9年4月1日 ● ● 0120011償却資産申告書（専用紙かつ

複写式）

0120012償却資産申告書（専用紙）

0120013償却資産申告書（汎用紙）

0120021償却資産課税台帳（閲覧

用）

表示項目　小分類　「住所（納税通知書送付

先）」の名称

表示項目　小分類　「住所（納税通知書送付先）」 表示項目　小分類　「住所（納税通知書等送付先）」 土地家屋と送付先が異なる場合は、機能要件上は、償却資産申告書等送

付先情報として管理するため、名称に「等」と追加する。（帳票レイアウト上の

幅を考慮し、「住所（納税通知書送付先又は償却資産申告書等送付

先）」とはしない。

報告 その他 適合基準日が令和８年４月１日となっている標準仕様書の改

正で、償却資産申告書の改正が予定されており、本改正の適合

基準日が令和９年４月１日となると、eLTAXにおけるシステム改

修をそれぞれで実施する必要があるため、システム改修費用があわ

せて実施する場合より高額になる可能性があります。

地方団体の標準システムへの影響が少ないようであれば、可能な

限り同時にシステム改修できるよう、適合基準日を揃えていただき

たいです。

異論ございません 0 0 1 事務局方針のとおりとする。

※反対意見なし。

反対 その他 最終方針# 改正・要望内容

Ａ市 Ｂ市 Ｃ市
標準仕

様書へ

の反映

標準仕

様書へ

の反映

時期

適合基準日

仕様書分類

区分 ご確認事項
備考要件No 要件名 要件（変更前） 要件（変更後）

標準仕様書見直

し不要の理由

Ｈ市 Ｉ市 Ｊ市 Ｋ市 L団体 M団体Ｄ市 Ｅ市 Ｆ市 Ｇ市

賛成


